
４－４ めん製造業の状況 

１）めん市場の動向

① ⽣産量・販売量の推移

経済産業省「⼯業統計」によると、めんの出荷額は２０００年度に 1 兆円を超え、その後は
徐々に低下傾向となっていた。しかし 2014 年度以降に再び増加傾向となり近年は 1 兆１，０
００億円規模となっている。同様に⽣産量の推移をみても２０１４年以降に増加傾向となり、 
２０２０年度は１３５万トンとなっている。これは後述する「即席めん」と「冷凍めん」の伸⻑によ
るものと⾒られる。 

出典︓経済産業省「⼯業統計表 産業別」のデータを基にグラフ作成 

出典︓⾷料需給センター（〜2014）及び農林⽔産省（2015〜）のデータを基にグラフ作成 

② 商品ごとの出荷量の推移

２０１４年度以降、めんの市場は増加に転じているが、２０２１年度は２０１４年
度と対⽐して「即席めん」１１３％、「冷凍めん」１２０％と伸⻑している。⼀⽅「チ
ルドめん」は１０２％と横ばい、「乾めん」は８７％と減少しているが、２０２０年度
にはコロナ禍の影響で「チルドめん」「乾めん」ともに１０５％以上伸⻑した。

上記の数値には「調理めん」は含まれていないが⽇本総菜協会によると市場規模は
約８，０００億円で２０１５年度対⽐１６０％伸⻑し、「即席めん」を上回る市場と⾒
られている。「調理めん」は「麺類製造業」の事業者だけでなく「惣菜製造業」「すし・
弁当・調理パン製造業」の事業者でも⽣産されている。 

総務省の「家計調査」によると 1 世帯あたりの消費⾦額は減少しており、特に乾めん
では２０１１年度が３，０００円であったのに対し２０１８年度には２，２００円程度
（７３％）まで低下している。また販売単価も下がっている。⼀⽅で即席めんの消費⾦
額は同５，０００円が６，０００円に増加している。 

出典︓富⼠経済「2023 年 ⾷品マーケティング便覧 No.3」を基に⾷品産業センターで算出 

出典︓総務省「家計調査」を基に⾷品産業センターで算出 
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③③ 販売先の構成                     

めん製造業全体では市販⽤が８８％、業務⽤加⼯⽤が１２％であるが、即席めんでは９
９％が市販⽤となっている。市販⽤の内訳では量販店が６１％となっているが、即席めんではコン
ビニエンスストア（CVS）での販売が３４％となっている。 

 
④ 事業者規模の推移                        

事業所数は２０００年度には６，０００社を超えていたが２０１９年度には３，５０４
社（５８％）まで減少している。 
 １事業者あたりの⽣産量は２０１３年までは出荷額の減少と事業者数の減少が並⾏して進ん
だことから１事業所あたりの⽣産量はほとんど変化していないが、２０１４年以降は出荷額が増加
に転じる⼀⽅で事業者数の減少は続き、２０１４年以降 1 事業者あたりの出荷額が⼤きく増加
しており、即席めんを中⼼とした⼤規模化が進んだと考えられる。 

 
 

２２）） めん製造業の⾷品廃棄物・⾷品ロスの状況 
 

単位︓百万円
市市販販用用

量販店
（ドラッグストア
含む）

ＣＶＳ その他
市市販販用用
合合計計

363,200 209,500 35,400 660088,,110000 44,,990000 661133,,000000
59% 34% 6% 99% 1% 100%

122,520 5,350 23,730 115511,,660000 4400,,770000 119922,,330000
64% 3% 12% 79% 21% 100%

63,200 2,800 25,500 9911,,550000 1133,,770000 110055,,220000
60% 3% 24% 87% 13% 100%

130,290 13,250 8,260 115511,,880000 5533,,000000 220044,,880000
64% 6% 4% 74% 26% 100%

72,010 2,850 5,790 8800,,665500 3366,,440000 111177,,005500
62% 2% 5% 69% 31% 100%

775511,,222222 223333,,775500 9988,,668800 11,,008833,,665533 114488,,770011 11,,223322,,335544

61% 19% 8% 88% 12% 100%

チルドめん

乾めん

冷凍めん

パスタほか

合計

業業務務用用
加加工工用用

合合計計

即席めん

出典︓経済産業省「⼯業統計表 産業別統計表」を基に⾷品産業センターで算出 

① 過去の調査結果 
⾷品リサイクル法に基づく定期報告によると、「めん製造業」での⾷品廃棄物等の量は 201

４年度以降市場の伸⻑とともに増加しており、２０１８年度では８万トンとなったがその後減
少となっている。 

 
 
⾷品リサイクル法に基づく「定期報告」で公表に同意する事業者の販売額あたりの基準発⽣

原単位を⽐較すると、ほとんどの事業者はめん製造業の「発⽣抑制目標値」である１９２kg/
百万円を下回るものの、事業者間の差異は⼤きい。販売額あたりの原単位であるため、商品構
成や販売単価の影響も否めない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典︓農林⽔産省「⾷品リサイクル法定期報告」を基に⾷品産業センターで算出 
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食品リサイクル法に基づく定期報告の内容の一部を公表することに同意いただいた 
事業者の一覧（令和元年度） 

 

 
⾷品リサイクル法の基づく平成３１年度（令和元年度）の「定期報告」で原単位の公表に応

じた事業者は平成３０年度の３３事業者から７２事業者に倍増している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 2 年度に実施された「⾷品産業リサイクル状況等調査委託事業（⾷品関連事業者にお
ける⾷品廃棄物等の可⾷部・不可⾷部の量の把握等調査）」によると、「めん製造業」での「⾷
品廃棄物等」約８万トンのうち「可⾷部」は約７万トンとされ、⾷品製造業では５番目に多い業
種となっており、⾷品製造業合計約１２８万トンの約６％に該当する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
令和２年度の調査では⾷品製造業全体として可⾷部の内訳は「原材料」１１．０％「製造

⼯程」８４．１％「輸配送・卸⼯程」４．４％とされているが、各製造業ごとの詳細は公開され
ていない。 

 

出典︓令和２年度⾷品産業リサイクル状況等調査委託事業（⾷品関連事業者における⾷品廃棄物等の 
可⾷部・不可⾷部の量の把握等調査）報告書 より （※数値は平成 30 年度） 

出典：令和２年度食品産業リサイクル状況等調査委託事業（食品関連事業者における食品廃棄物
等の可食部・不可食部の量の把握等調査）報告書 から食品産業センターでグラフ化 

出典：令和２年度食品産業リサイクル状況等調査委託事業（食品関連事業者における食品廃棄物
等の可食部・不可食部の量の把握等調査）報告書  

－ 134－－ 133－



食品リサイクル法に基づく定期報告の内容の一部を公表することに同意いただいた 
事業者の一覧（令和元年度） 

 

 
⾷品リサイクル法の基づく平成３１年度（令和元年度）の「定期報告」で原単位の公表に応

じた事業者は平成３０年度の３３事業者から７２事業者に倍増している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 2 年度に実施された「⾷品産業リサイクル状況等調査委託事業（⾷品関連事業者にお
ける⾷品廃棄物等の可⾷部・不可⾷部の量の把握等調査）」によると、「めん製造業」での「⾷
品廃棄物等」約８万トンのうち「可⾷部」は約７万トンとされ、⾷品製造業では５番目に多い業
種となっており、⾷品製造業合計約１２８万トンの約６％に該当する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
令和２年度の調査では⾷品製造業全体として可⾷部の内訳は「原材料」１１．０％「製造

⼯程」８４．１％「輸配送・卸⼯程」４．４％とされているが、各製造業ごとの詳細は公開され
ていない。 

 

出典︓令和２年度⾷品産業リサイクル状況等調査委託事業（⾷品関連事業者における⾷品廃棄物等の 
可⾷部・不可⾷部の量の把握等調査）報告書 より （※数値は平成 30 年度） 

出典：令和２年度食品産業リサイクル状況等調査委託事業（食品関連事業者における食品廃棄物
等の可食部・不可食部の量の把握等調査）報告書 から食品産業センターでグラフ化 

出典：令和２年度食品産業リサイクル状況等調査委託事業（食品関連事業者における食品廃棄物
等の可食部・不可食部の量の把握等調査）報告書  

－ 134－－ 133－



② 今回の調査の概要

〇アンケート依頼と回答状況 

全国製麺協同組合連合会及び全国乾麺協同組合連合会を通じて、会員２９３事業者に
「アンケート」を依頼し、２３事業者から回答を得た。 回答事業者の従業員規模及び売上高規
模別の構成ならびに商品構成と販売先構成を示す。 
アンケートの構成は以下の通り

【問１】 貴社の概要について 
【問２】 商品構成・販売先構成について 
【問３】 製造⼯程で使⽤できなかった⾷材（製品化されなかったもの、仕掛品、半製品など）

の発⽣について 
【問４】 売れ残り品（製品の状態で出荷・販売されなかったもの）・返品（出荷され⾃社

に戻ってきたもの）発⽣について 
【問５】 使⽤できなかった⾷材や売れ残り品・返品の活⽤やリサイクルの状況について 
【問６】 フードバンク等への⾷品の寄付について
【問７】 近年の状況について

〇従業員規模及び売上⾼規模別の構成 

〇商品構成 
単位︓百万円 

売上高 構成比 売上高 構成比 カバー率 売上高 構成比
①生めん 5,847 24%
②ゆでめん 2,978 12%
③半生めん 679 3%
④乾めん 130,000 10% 4,205 17% 3% 4,205 17%
⑤即席めん 630,700 50% 1,968 8% 0% 1,968 8%
⑥冷凍めん 166,400 13% 341 1% 0% 341 1%
⑦調理めん 8,196 33%
⑧その他 378 2%
合計 1,272,100 24,592 2% 24,592 100%
即席冷凍除く 475,000 22,283 5%

・売上に商品比率を乗じて算出（売上未回答４社）

市場全体 回答企業計

345,000 27% 18,078 74% 5%

〇販売先構成 

EC︓ネット通販等   CVS︓コンビニエンスストア 

－ 136－－ 135－



② 今回の調査の概要

〇アンケート依頼と回答状況 

全国製麺協同組合連合会及び全国乾麺協同組合連合会を通じて、会員２９３事業者に
「アンケート」を依頼し、２３事業者から回答を得た。 回答事業者の従業員規模及び売上高規
模別の構成ならびに商品構成と販売先構成を示す。 
アンケートの構成は以下の通り

【問１】 貴社の概要について 
【問２】 商品構成・販売先構成について 
【問３】 製造⼯程で使⽤できなかった⾷材（製品化されなかったもの、仕掛品、半製品など）

の発⽣について 
【問４】 売れ残り品（製品の状態で出荷・販売されなかったもの）・返品（出荷され⾃社

に戻ってきたもの）発⽣について 
【問５】 使⽤できなかった⾷材や売れ残り品・返品の活⽤やリサイクルの状況について 
【問６】 フードバンク等への⾷品の寄付について
【問７】 近年の状況について

〇従業員規模及び売上⾼規模別の構成 

〇商品構成 
単位︓百万円 

売上高 構成比 売上高 構成比 カバー率 売上高 構成比
①生めん 5,847 24%
②ゆでめん 2,978 12%
③半生めん 679 3%
④乾めん 130,000 10% 4,205 17% 3% 4,205 17%
⑤即席めん 630,700 50% 1,968 8% 0% 1,968 8%
⑥冷凍めん 166,400 13% 341 1% 0% 341 1%
⑦調理めん 8,196 33%
⑧その他 378 2%
合計 1,272,100 24,592 2% 24,592 100%
即席冷凍除く 475,000 22,283 5%

・売上に商品比率を乗じて算出（売上未回答４社）

市場全体 回答企業計

345,000 27% 18,078 74% 5%

〇販売先構成 

EC︓ネット通販等   CVS︓コンビニエンスストア 
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③ 今回調査の結果

〇全体での⾷品廃棄物等の発⽣量 

めん製造業全体では「製品⽣産量」に対するロスの発⽣率は４．５％となった。その内訳
は「原料」で０．９％、「⼯程ロス」（半製品切替ロス等）が１．１％、「半製品」（端材や
規格外品）が１．５％、「製品」が０．１％となっている。また、出荷前の⾃社保管品では
「未出荷品」が０．８％、出荷後の「返品」が０．１％となった。但し、商品種類によって⼤
きく異なり、「乾めん」では「⼯程ロス」以外での発⽣がほぼ無い。 

〇「生めん」「茹めん」での発生状況 

「⽣めん」「茹めん」ともに「半製品」（賞味期限切れ、端材、規格外、重量過不⾜など）が
発⽣する。「茹めん」では加えて「茹で⼯程」でのロスと「半製品」（重量不⾜など）が発⽣してい
る。⼀⽅、「⽣地」の冷凍保管を⾏っている事業者では半製品の賞味期限切れが低く抑えられ
ている。 

〇「調理めん」での発生状況 

「調理めん」は消費期限が短く、⾒込み⽣産での原材料準備ロスや商品改廃が多く、指定
原料などの使⽤残が賞味期限切れとして発⽣している。 

原料賞味期限切れ   ４．１% 
  原料不要部除去    ４．６% （不可⾷部だが、例えばハムの端部なども含まれる） 

   製造ロス     ０．２% 

今回⾏ったヒアリングによると、⼀部取引先では１週間単位の商品改廃もあるといい、確定発
注が 24 時間以内となる場合には「原料」の解凍などの準備は⾒込みで⾏わざるを得ず、消費
期限が数日と短い商品であることから「組合せ具材」が⽣産終了時に残存するとのこと。但し、
「めん」⾃体は発注数量が確定してからの⽣産になるため残存することは少ない。 
また、日々の⽣産での「組合せ具材」の残存ロス発⽣とともに、「原料」の調達において原価抑制
や商品の特性から⻑期使⽤分を⼀括して調達せざるを得ない場合があり、商品改廃時に原料
在庫としてロスになる場合があるとのこと。 
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は「原料」で０．９％、「⼯程ロス」（半製品切替ロス等）が１．１％、「半製品」（端材や
規格外品）が１．５％、「製品」が０．１％となっている。また、出荷前の⾃社保管品では
「未出荷品」が０．８％、出荷後の「返品」が０．１％となった。但し、商品種類によって⼤
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「めん」⾃体は発注数量が確定してからの⽣産になるため残存することは少ない。 
また、日々の⽣産での「組合せ具材」の残存ロス発⽣とともに、「原料」の調達において原価抑制
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〇「冷凍めん」での発⽣状況 

「冷凍めん」では「⼯程ロス」以外はほとんどロスは発⽣していない。多くの事業者は⼤規模⽣産
で賞味期限が⻑いことから計画⽣産することで「原材料」や「半製品」「製品」のロスは少ないが、
⼀⽅で開始時切替時ロスやトラブル時のロスは⼤きくなる。 

  ⼯程ロス︓⽣産開始時、切替時のロス ２．０% 
    ⽣産トラブルによるロス  ０．７％ 
    半製品 ︓ 規格外品（重量、形状、⾊など） ０．１％ 

〇未出荷品・返品の発⽣状況 

「めん全体」では「製品⽣産量」に対する「未出荷品」は０．８％、「返品」は０．１％発⽣し
ていた。回答各社の状況は様々であり、「未出荷品」の発⽣と「商品構成」「販売構成」の関係を
みると「業務⽤」の販売⽐率が高い場合に発⽣している。発⽣理由の回答ではコロナ禍の影響で
飲⾷店からの発注が⼤きく変動したことが挙げられ、通常時ではそれほど多くないと思われる。 
 但し、半製品として⼯場で保管し発注に応じて包装出荷する形態も多くあるため、調査結果で
は「半製品」とされたロスにも「未出荷品」の要因が含まれると考えられる。 

〇⾷品としての再利⽤の状況 

「⼯程ロス」の⾷品としての再利⽤は規格外や納品期限切れの「半製品」のフードバンクへの寄
付が７トン、特別ルート販売が３トンあり、再利⽤率は０．８％であった。また「未出荷品・返品」
の⾷品としての再利⽤は特別ルート販売が１０トンあり、再利⽤率は４．５％であった。 

フードバンク等への寄贈があったとの回答は４事業者からあり１７％であった。今回⾏ったヒアリ
ングでは「乾めん」の事業者ではそうめんなどの季節商品での未出荷品等を寄贈している事例や
「調理めん」の事業者では商品改廃で使⽤⾒込みが無くなったハムなどの具材原料を寄贈してい
る事例が挙げられた。そうめんなどは常温での保管配送が可能であるが、冷蔵の取り扱いが必要
な⾷品の寄贈は下記の理由にあるように冷蔵保存に対応できないことにより困難となっている。

〇リサイクルの状況 

⾷品廃棄物等のリサイクルの⽅法については、 
「肥料」と「飼料」の利⽤が多く⾒られた。また 
「有価物」としての引取りが「乾めん」の事業者 
で⾒られた。ヒアリングによると、「乾めん」は⼩ 
⻨粉を主とした単質素材で⽔分値が低いため、 
良質な飼料素材として評価されているとのこと。 
「⽣めん」「茹めん」も素材としては同等であるが、 
⽔分値が高いことで腐敗への対応など取り扱いが 
難しく肥料での利⽤が多くなる。 

単位：トン
発生量 1,272 発生量 219
再商品化 0 再商品化 0
フードバンク等寄付 7 フードバンク等寄付 0
特別ﾙｰﾄ販売 3 特別ﾙｰﾄ販売 10
再利用計 10 再利用計 10
再利用率 0.8% 再利用率 4.5%

工程ロス
未出荷品
・返品

単位：トン
ﾘｻｲｸﾙの方法 数量

肥料 369
飼料 144
きのこ培地 0
炭化燃料等 0
油脂製品 0
エタノール等 0
熱回収 0
ﾘｻｲｸﾙ合計 513

有価物として引取り 32
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〇「冷凍めん」での発⽣状況 

「冷凍めん」では「⼯程ロス」以外はほとんどロスは発⽣していない。多くの事業者は⼤規模⽣産
で賞味期限が⻑いことから計画⽣産することで「原材料」や「半製品」「製品」のロスは少ないが、
⼀⽅で開始時切替時ロスやトラブル時のロスは⼤きくなる。 
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    ⽣産トラブルによるロス  ０．７％ 
    半製品 ︓ 規格外品（重量、形状、⾊など） ０．１％ 

〇未出荷品・返品の発⽣状況 

「めん全体」では「製品⽣産量」に対する「未出荷品」は０．８％、「返品」は０．１％発⽣し
ていた。回答各社の状況は様々であり、「未出荷品」の発⽣と「商品構成」「販売構成」の関係を
みると「業務⽤」の販売⽐率が高い場合に発⽣している。発⽣理由の回答ではコロナ禍の影響で
飲⾷店からの発注が⼤きく変動したことが挙げられ、通常時ではそれほど多くないと思われる。 
 但し、半製品として⼯場で保管し発注に応じて包装出荷する形態も多くあるため、調査結果で
は「半製品」とされたロスにも「未出荷品」の要因が含まれると考えられる。 

〇⾷品としての再利⽤の状況 

「⼯程ロス」の⾷品としての再利⽤は規格外や納品期限切れの「半製品」のフードバンクへの寄
付が７トン、特別ルート販売が３トンあり、再利⽤率は０．８％であった。また「未出荷品・返品」
の⾷品としての再利⽤は特別ルート販売が１０トンあり、再利⽤率は４．５％であった。 

フードバンク等への寄贈があったとの回答は４事業者からあり１７％であった。今回⾏ったヒアリ
ングでは「乾めん」の事業者ではそうめんなどの季節商品での未出荷品等を寄贈している事例や
「調理めん」の事業者では商品改廃で使⽤⾒込みが無くなったハムなどの具材原料を寄贈してい
る事例が挙げられた。そうめんなどは常温での保管配送が可能であるが、冷蔵の取り扱いが必要
な⾷品の寄贈は下記の理由にあるように冷蔵保存に対応できないことにより困難となっている。

〇リサイクルの状況 

⾷品廃棄物等のリサイクルの⽅法については、 
「肥料」と「飼料」の利⽤が多く⾒られた。また 
「有価物」としての引取りが「乾めん」の事業者 
で⾒られた。ヒアリングによると、「乾めん」は⼩ 
⻨粉を主とした単質素材で⽔分値が低いため、 
良質な飼料素材として評価されているとのこと。 
「⽣めん」「茹めん」も素材としては同等であるが、 
⽔分値が高いことで腐敗への対応など取り扱いが 
難しく肥料での利⽤が多くなる。 

単位：トン
発生量 1,272 発生量 219
再商品化 0 再商品化 0
フードバンク等寄付 7 フードバンク等寄付 0
特別ﾙｰﾄ販売 3 特別ﾙｰﾄ販売 10
再利用計 10 再利用計 10
再利用率 0.8% 再利用率 4.5%

工程ロス
未出荷品
・返品

単位：トン
ﾘｻｲｸﾙの方法 数量

肥料 369
飼料 144
きのこ培地 0
炭化燃料等 0
油脂製品 0
エタノール等 0
熱回収 0
ﾘｻｲｸﾙ合計 513

有価物として引取り 32
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〇未出荷品・返品の抑制の⼯夫 

売れ残りについては販売先によって⾒込み⽣産せざるを得ない等の理由で需要予測の差異に
よる発⽣が⾒られる。⼀⽅で受注⽣産あるいは売り切りも⼀部ではあり、取引条件により発⽣の
有無が左右される。 

⾒込み⽣産でのロスを削減する⼿段として「⽣めん」では⽣地や半製品の冷凍保存により発注
に応じて解凍し出荷する⽅法を⾏う事業者が複数みられた。また、直販店などでの販売等によりロ
スの抑制が図られている事例があるが、通常販売への影響があり限定的である。

④④ 今後の課題と可能性

「乾めん」ではそうめんなどの季節商品で冬季に⾒込み⽣産することから⼤きな⾒込み差異があ
った場合に、のちに紹介するような通常と異なる販路を検討しておくことも有効と思われる。 

「⽣めん・茹めん」では特に「茹でめん」での⾒込み⽣産による在庫ロスの回避が困難とのこと。
「⽣めん」で⼀部⾏われている⽣地や半製品の冷凍保管の⼿法の転⽤や菓⼦などへの再加⼯原
料としての活⽤の可能性が期待される。 

「調理めん」では消費期限が短く前日発注が多いことから原料⼿配や当日準備を⾒込みで⾏
わざるを得ないため⾒込み際でのロスが避けられないとのこと。需要予測技術を製販が協働して導
⼊し、合意した発注数を⽣産リードタイムにあわせたタイミングで確定できないだろうか。 

今回の他業種も含めた事例が検討の参考になれば幸いである。 

３３）） 事例
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